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●道内経済の動き�

●平成20年度北海道経済の見通し�

●経営のアドバイス「経営再建と内部統制」�
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最近の道内景気は、一部に弱めの動きがみられるものの、横ばい圏内で推移している。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

住宅投資は、建築基準法改正の影響から大幅に減少している。個人消費は、冬物商品が不振

となるなど弱めの動きで推移している。設備投資は、製造業の能力増強投資を中心に幾分上

向いている。

生産活動は概ね横ばいである。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるものの、横

ばいで推移している。企業倒産は、大型倒産の発生から負債総額は大幅に増加した。
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①個人消費

１０月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲５．２％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲４．７％）は、衣料品など

が減少し、４ヶ月連続で前年を下回った。ス

ーパー（同▲５．５％）は、衣料品や身の回り

品などが減少し、４ヶ月連続で前年を下回っ

た。

コンビニエンスストア（同▲１．４％）は、

３ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資

１０月の新設住宅着工戸数は、３，４６７戸（前

年比▲３５．６％）となった。建築基準法改正の

影響もあり持家（同▲９．０％）、貸家（同

▲４１．２％）および分譲（同▲５４．４％）の全て

が減少し、前年を下回った。

４～１０月の着工戸数累計では、２８，４０４戸

（前年同期比▲１７．５％）となり、前年を下回

っている。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

１０月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、プラスチック製品工業などが減少したも

のの、化学工業や電気機械工業などが増加し

た。

前月比では▲０．４％と４ヶ月振りで減少

し、前年比では＋０．３％と２ヶ月振りで増加

した。

④公共投資

１０月の公共工事請負金額は、７３０億円（前

年比＋１４．２％）と３ヶ月振りに増加した。

４～１０月の累計では請負金額６，９３５億円

（前年同期比▲９．２％）と減少基調が続いてい

る。

⑤雇用情勢

１０月の有効求人倍率（全数）は０．５９倍とな

り、前月比では０．０２ポイントの上昇、前年比

では０．０１ポイントの低下となった。

また、新規求人数は医療・福祉や情報通信

業などは増加したが、卸売・小売業や建設業

などの減少から前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―
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来道客数
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⑥来道客数

１０月の来道客数は、１，１４０千人（前年比

▲８．３％）と７ヶ月連続で前年を下回った。

４～１０月の累計来道客数は、８，１７１千人

（前年同期比▲３．１％）と前年を下回った。

⑦貿易動向

１０月の道内貿易額は、輸出が前年比８．７％

減の３５０億円、輸入が同１２．８％増の１，１５７億円

となった。

輸出は、鉄鋼や自動車の部分品などが減少

し、１１ヶ月振りで前年を下回った。

輸入は原油・粗油や肥料などが増加し、２

ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向

１１月の企業倒産は、件数は５０件（前年比

＋２８．２％）と前年を上回り、負債総額は３５１

億円（同＋１１５．３％）と大幅に増加した。

業種別では、建設業が１８件と最も多く、続

いて卸売業（１２件）、サービス・他（６件）

となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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２０年度の北海道経済を展望すると、原

油価格の高騰を起因とする原材料価格の

上昇が企業収益の圧迫や個人消費を抑制

し、景気は浮揚感に乏しい状態が続くも

のとみられる。

需要項目別にみると、設備投資は、大

型投資が押し上げ増加が見込まれる。住

宅投資は、１９年度の大幅な落ち込みから

増加に転じよう。公共投資は、北海道新

幹線工事が本格化するものの、全体とし

ては財政面の制約から減少しよう。個人

消費は、生活必需品の値上がりなどから

消費者の生活防衛意識が高まり、総じて

弱い動きとなろう。

この結果、実質成長率は０．５％（１９年

度０．１％）、名目成長率は０．７％（同０．２％）

となろう。

１．平成１９年度北海道経済の動向

（１）国内経済の動向

１９年度の国内経済をみると、住宅着工戸数

の急減に加え、米国におけるサブプライム住

宅ローン問題の顕在化やこのところの円高に

よる輸出の鈍化が懸念されるなど、先行きに

やや不透明感がみられる。しかし、個人消費

は雇用・所得環境の緩やかな改善を反映して

底堅く推移し、設備投資も企業収益の高水準

を背景に高い伸びを示すなど、総じて堅調に

推移した。

（２）北海道経済の動向

一方、北海道経済は停滞感が強まった。住

宅投資が大幅に減少し、また原油価格高騰な

どを主因とする原材料価格の上昇は、販売価

格への転嫁が不十分な道内企業の収益を圧迫

した。

需要面では、設備投資は、道内企業の投資

に対する慎重姿勢に変化はみられないもの

の、大手製造業による工場新設などが押し上

げた。個人消費は、石油製品の価格上昇など

が家計を圧迫していることから、弱い動きが

続いた。住宅投資は、建築基準法の改正（６

月施行）による建築確認審査の厳格化から、

新築住宅着工戸数は大幅な落ち込みとなっ

た。公共投資は、国と地方自治体の予算面の

制約から減少した。

生産面では、食品および自動車部品メーカ

ーにおける新設工場の本格稼動から製造業な

どが上向きとなったが、広範な業種で需要の

弱さから売り上げが伸び悩み、総じてみれば

横ばい圏内で推移した。

この結果、１９年度道内経済成長率は実質成

長率０．１％、名目成長率０．２％とみられる。

２．平成２０年度北海道経済の見通し

（１）国内経済の概況

２０年度の国内経済は、アメリカ経済の減速

が見込まれるが、中国をはじめとする東南ア

ジア諸国の経済拡大により、輸出は再び勢い

が戻るものとみられる。個人消費と設備投資

は引き続き底堅い推移が見込まれ、住宅投資

も持ち直すものとみられる。総じて国内景気

は、年度初めにかけて一時的な調整局面が予

想されるが、総じてみれば拡大基調となろう。

平成２０年度北海道経済の見通し

要 約

― ４ ―
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（２）北海道経済の概況

北海道経済は、北海道洞爺湖サミットの開

催や自動車関連での大型工場の本格操業など

明るい材料は散見されるものの、原油価格高

騰が企業と家計に及ぼす影響は大きく、停滞

感は払拭できないものとなろう。

需要面をみると、個人消費は、所得環境に

厳しさが残るほか、ガソリン・灯油などの石

油製品や食料品の価格上昇が生活防衛意識を

高め、総じて弱めの動きが続こう。住宅投資

と設備投資は増加が見込まれるが、公共投資

は減少しよう。生産面では、製造業やサービ

ス業などは底堅く推移するとみられるが、総

じてみればわずかな伸びにとどまろう。

この結果、２０年度道内経済成長率は実質成

長率０．５％、名目成長率０．７％となろう。１９年

度の伸び率を上回るものの、ゼロ％台の低成

長にとどまり、景気浮揚感に乏しいものとな

ろう。

（３）物価動向

１９年春以降、原油価格が一段と高騰し国際

商品市況は高止まっている。今後の諸物価の

動きを見通すと、企業物価は建材や非鉄金

属、石油関連財などの価格は高水準推移が見

込まれるなど、上昇基調が続こう。企業向け

サービス価格は、燃料費の高騰による運賃価

格への転嫁など、販売価格への影響が徐々に

顕在化することにより、緩やかに上昇しよ

う。消費者物価は工業製品などの生産性向

上、販売競争の激化など抑制要因もあるが、

石油製品をはじめ世界的な穀物価格の高騰な

どを背景とした食料品の値上がりなどから、

総じてみれば上昇が見込まれる。このような

平成２０年度北海道経済の見通し

― ５ ―
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物価情勢を考慮すると、名目成長率は実質成

長率を幾分上回るものとみられる。

（４）道内総生産（支出側）の動向

Ａ．民間最終消費支出

個人消費の動向を左右する今後の雇用・所

得環境をみると、雇用面は幾分改善される

が、所得面は依然として厳しさが続くものと

みられる。

道内企業は原材料価格上昇の影響を受け、

収益面の厳しさが続いており、人件費を中心

に固定費を削減する動きは根強い。このため

現状の雇用情勢は、総人員の抑制を図る企業

がまだ多数を占めている。しかし、このとこ

ろ団塊世代の退職を意識した若年層の雇用に

積極的な企業も目立ってきた。また介護・福

祉関連、サービス業などで新規求人数の増加

傾向が持続している。このような状況から今

後、完全失業率および有効求人倍率は徐々に

改善され、雇用情勢はやや好転するものとみ

られる。

一方、所得情勢は厳しさが続き、賃上げの

見送りや企業業績が反映され易い賞与などの

抑制傾向は続くものとみられる。

このような雇用・所得環境と生活必需品の

価格上昇を考慮すると、個人消費は総じて弱

い動きとなろう。

この結果、民間最終消費支出は実質成長率

０．８％、名目成長率０．９％となろう。

Ｂ．総固定資本形成

（ａ）住宅投資

１９年度の住宅着工戸数は、建築基準法の改

正により大幅に減少した。２０年度はその影響

が徐々に剥落し、反動増が見込まれる。ただ

し、住宅投資を取り巻く環境は厳しく、新築

住宅着工戸数は４７千戸程度と１９年度実績見込

み（４３千戸）を上回るが、１８年度実績

（４９，９４６戸）には及ばず、水準自体は低いも

のとなろう。

住宅投資の内訳をみると、リフォーム市場

は底堅く推移している。しかし、新築住宅市

場は家計負担の増加や年金問題など将来不安

から勤労者の住宅取得マインドは後退し、低

迷している。これらを背景に住宅着工を利用

関係別にみると、持ち家は分譲マンションな

どにシフトしていることもあり低迷するもの

とみられる。分譲住宅は、札幌市内における

利便性の高いマンション用地が不足気味とな

っていることもあり、伸び悩みとなろう。貸

家は、札幌市内を中心とする投資用賃貸マン

ションの着工がピークを越えており、さほど

期待はできない。ただし、いずれも１９年度の

着工実績を上回るが、１８年度の水準には届か

ないものとみられる。

この結果、住宅投資は実質成長率６．６％、

名目成長率８．１％となろう。

（ｂ）設備投資

企業収益の改善が遅れていることもあり、

多くの道内企業の投資マインドには明確な動

意はみられない。しかし、自動車関連業種の

工場増設やオフィスビルの建設などが押し上

げ、総じて設備投資は増加が見込まれる。

この結果、設備投資は実質成長率１．０％、

名目成長率１．８％となろう。

（ｃ）公共投資

国における財政再建優先の方針が堅持さ

れ、公共工事関連予算は引き続き削減されよ

う。地方自治体においても、財政難から単独

事業が絞り込まれよう。北海道新幹線建設工

平成２０年度北海道経済の見通し
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事の本格化やサミット関連工事などが見込ま

れるとしても、公共投資は減少を余儀なくさ

れよう。

この結果、公共投資は実質成長率△５．３％、

名目成長率△４．３％となろう。

Ｃ．域際取引

移輸出では、観光関連は、東南アジアを中

心とする外国人観光客や、サミット開催効果

による国内観光客の増加が見込まれる。ま

た、道産品の根強い人気を背景にした農畜産

品の出荷増、および自動車関連工場の能力増

強による工業品の出荷増が見込まれる。

この結果、移輸出は実質成長率０．９％、名

目成長率１．２％となろう。

移輸入は、家電製品などが幾分増加するも

のとみられるが、道内需要の弱さから総じて

低い伸びにとどまろう。

この結果、移輸入は実質成長率０．３％、名

目成長率０．８％となろう。

（５）道内総生産（生産側）の動向

一次産業では、農業は畜産部門で生乳生産

の底堅い推移が見込まれる。また耕作部門で

は、北海道米をはじめ道内農産品の需要が高

まっている。しかしコメは国の生産目標数量

が１９年度を下回る計画のため、道産米は減産

を余儀なくされよう。これらを勘案すると農

業の総生産は０．３％減とみられる。林業は、

住宅着工戸数が持ち直すことにより、総生産

は１．７％増とみられる。水産業は、多獲性魚

種の漁獲量制限はあるものの、秋サケなどで

持ち直しが見込まれ、総生産は０．９％増とみ

られる。

以上により、一次産業総生産は０．１％増と

なろう。

二次産業では、製造業は、公共工事関連業

種の生産減少が見込まれるものの、食品や自

動車関連工場の能力増強などから総生産は

２．５％増とみられる。建設業は、住宅着工の

持ち直しや本格化する新幹線工事などが見込

まれるが、公共投資の低迷により、総生産は

２．７％減とみられる。

以上により、二次産業総生産は０．３％増と

なろう。

三次産業では、介護・福祉関連などサービ

ス産業は底堅く推移し、北京五輪開催もあっ

て、一部の家電製品（薄型テレビなどのデジ

タル家電）は堅調な売れ行きとなろう。しか

し、食料品など生活必需品の値上がりや、年

金問題など将来不安を背景に消費者の生活防

衛意識が高まろう。総じてみれば、各業種の

売上高は低い伸びにとどまるものとみられ

る。

以上により、三次産業総生産は０．８％増と

なろう。

（平成１９年１２月１２日発表）

平成２０年度北海道経済の見通し
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

１８年度

（実績見込み）

１９年度

（実績見込み）

２０年度

（見通し）
１８年度 １９年度 ２０年度

民間最終

消費支出

１１８，５１１

（１．１）

１１９，５０１

（０．８）

１２０，６２３

（０．９）
１．４ ０．９ ０．８

政府最終

消費支出

４８，５３２

（△０．９）

４８，５０８

（△０．０）

４８，７１２

（０．４）
△０．５ △０．３ ０．１

総固定

資本形成

３７，９４４

（△１．２）

３６，９１４

（△２．７）

３７，０５４

（０．４）
△１．８ △３．４ △０．６

住宅投資

設備投資

公共投資

６，４３９

（１．０）

１６，４４０

（１．５）

１５，０６５

（△４．８）

５，６２７

（△１２．６）

１６，８７８

（２．７）

１４，４０９

（△４．４）

６，０８０

（８．１）

１７，１８２

（１．８）

１３，７９２

（△４．３）

△０．５

１．４

△５．８

△１４．０

２．１

△５．６

６．６

１．０

△５．３

移 輸 出 ５３，７２３

（１．３）

５４，３２４

（１．１）

５４，９９２

（１．２）
１．６ ０．８ ０．９

移 輸 入

（控 除）

７２，３３９

（０．２）

７２，５７８

（０．３）

７３，１７３

（０．８）
０．５ △０．２ ０．３

道内総支出

（支出側）

１９７，８６２

（０．５）

１９８，２５６

（０．２）

１９９，７０４

（０．７）
０．６ ０．１ ０．５

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

（第２表）実質成長率の増加寄与度
（％）

項 目 １８年度 １９年度 ２０年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

０．８
△０．１
△０．４

０．６
△０．１
△０．７

０．５
０．０
△０．１

住宅投資
設備投資
公共投資

△０．０
０．１
△０．５

△０．４
０．２
△０．４

０．２
０．１
△０．４

移輸出
移輸入 （控除）

０．４
０．２

０．２
△０．１

０．３
０．１

道内総生産（支出側） ０．６ ０．１ ０．５

在庫増、統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２０年度北海道経済の見通し
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（第３表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
１８年度

（実績見込み）

１９年度

（実績見込み）

２０年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

１８年度 １９年度 ２０年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

７，２８４

５，１４７

４３１

１，７０６

７，２４４

５，１８６

４０９

１，６４９

７，２５３

５，１７３

４１６

１，６６４

△０．８

△２．４

７．５

２．３

△０．５

０．８

△５．１

△３．３

０．１

△０．３

１．７

０．９

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３５，３４２

３６３

１９，７３９

１５，２４０

３４，９４２

３６８

２０，１９１

１４，３８３

３５，０５０

３６０

２０，７０２

１３，９８８

△０．３

△２．４

３．０

△４．１

△１．１

１．４

２．３

△５．６

０．３

△２．２

２．５

△２．７

三次産業

卸・小売業

金融・保険・

不 動 産 業

電気・運輸・

サービス業

政府・対家

計サービス

１６２，３０６

２７，６５１

３２，２００

６８，００３

３４，４５２

１６３，１５２

２７，５８６

３２，４９０

６８，５３１

３４，５４５

１６４，４７５

２７，６６０

３２，７７２

６９，２７６

３４，７６７

０．７

０．３

１．１

１．０

０．２

０．５

△０．２

０．９

０．８

０．３

０．８

０．３

０．９

１．１

０．６

控除項目

（帰属利子等）
７，０７０ ７，０８２ ７，０７４ ０．２ ０．２ △０．１

道内総生産

（生産側）
１９７，８６２ １９８，２５６ １９９，７０４ ０．５ ０．２ ０．７

平成２０年度北海道経済の見通し
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前回（２００７年１０月号）では「経営再建の着眼点」について話しましたが、今回は経営再建策の

内容について「自助努力」「外部支援」それに「内部統制」の３つの切り口から話をしたいと思い

ます。

経営の再建にあたっては自助努力が大前提となりますが、経営内容の悪化状況次第によっては

それだけでは再建目的を十分に果たすことができず、第三者の支援が必要になる場合がありま

す。自助努力のみに拘泥するあまり再建のチャンスを逸してしまうこともあり、必要ならば外部

支援を受けることをためらうべきでありません。

また、経営の再建というと業績拡大やリストラによる利益確保に目が集中しがちですが、企業

の内部統制体制の確立という点も無視できません。経営が悪化した企業は大部分が内部統制面に

問題を抱えており、それを改善しない限り、たとえ一時的に業績が好転しても問題が再燃するこ

とになりかねないからです。つまり経営再建策の推進に際して、企業規模や特性に応じた適切な

内部統制体制を構築することは必要不可欠のテーマなのです。

１．経営再建における自助努力

◆取引先等への再建策の開示・説明

経営再建計画の策定のポイントは、失われてしまった、あるいは失われつつある経営に対する

信用を回復することにあります。そのためには、経営が行き詰まった原因をしっかりと把握し、

その改善策や対応策を具体的に打ち出すことが必要です。この点は前回すでに触れましたが、大

切なことは自ら策定した改善策や対応策を、取引先や取引金融機関、あるいは従業員や株主とい

ったステークホルダーに開示し詳しく説明をして、その理解を求めることです。自助努力だけで

再建を図る場合でも、再建完了までには相当の期間を要し、その間は取引先やステークホルダー

に側面からの協力を依頼することになるので、やはり再建計画の内容について理解を得ておくこ

とが重要です。

◆「事業の選択と集中」及び「リストラ」

経営再建を図るには、消費者や利用者のニーズを的確に捉え、時流にマッチした経営姿勢を打

ち出すことが肝心です。これらを省みない独りよがりの改善策や対応策では、再建見通しがつき

難く、関係者の理解と協力を得ることも難しいでしょう。

また、再建計画は「絵に描いた餅」であってはならず、経営悪化の原因を正確に把握した上で

その克服策とそれに伴う事業の展開方針が、具体的かつ効果的に策定されていなければなりませ

ん。つまり、再建策の意図が明確で再建の方向がはっきりと見通せることが肝要なのです。具体

的には、不採算部門からの撤退と今後発展が望める部門への人材を含めた資産の重点配分という

「事業の選択と集中」の意思決定、非効率な製造工程や販売体制の見直しあるいは無駄な費用の

削減等の「リストラ対策」の策定をベースに、目指すべき経営再建の姿を具体的に立案する必要

経営のアドバイス

経営再建と内部統制
金融財政事情研究会研修センター主任講師

（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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経営のアドバイス
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があります。

◆適切な計画期間

再建計画の策定に際して重要視すべきは、適切な「計画期間」です。経営再建に必要な期間

は、経営の毀損の程度次第で決まり一律ではありませんが、あまりに長期間に亘る計画は、経営

のスピードが要請される現代にあっては通用しにくいでしょう。したがって計画期間は極力短い

方が望ましく、通常は５年間以内が妥当な目安と考えられます。この期間内に再建が完了できな

いのであれば、少なくとも法的手続によらずに再建することには無理があるでしょう。

２．外部支援

◆外部支援を受けるための大前提

自助努力だけでは再建困難な場合、あるいは早期に再建の効果をあげたい場合には、自助努力

に加えて外部からの支援を要請することになります。外部支援は、資金的負担を伴うか否かに関

わらず、第三者に支援負担を強いることになるので、支援要請先の同意を得られることが鍵であ

り、それが計画の命運を握ります。したがって要請先が納得できるような、経済合理性に適った

再建計画の策定が基本的要件となりますが、その際に必要不可欠なものは、当該企業が再建支援

を受けるに値する企業であること、すなわち企業の社会的存在価値のアピール力です。再建を支

援する側からすれば、自らの利益を犠牲にしてまで他人の再建に協力するには大義名分が必要と

いうことです。この点で再建を後押しするスポンサーの存在は、外部支援の協力を受け易くする

効果があります。

また支援要請先の同意を得るためには、要請内容が相手の体力に見合っていることが大前提で

す。自身の体力以上の支援要請には応じられないことは当然でしょう。

◆外部支援の内容と妥当性

支援要請の内容は、不足資金の供給、金利の減免、返済や支払の猶予・繰延べ、場合によって

は債務の免除など、金融面の負担軽減にかかる措置のほか、リストラにかかる資産の買取りや人

材の引受け、仕入・販売面の取引支援、株主への減資・増資要請などがあり、その大部分は支援

者から再建企業への利益の付替えを伴います。したがってそこには、支援先の支援損失負担と再

建企業における受贈益発生に係る税務負担の回避の問題が生じます。つまり、支援先においては

その負担する損失が税務上の損金として認められることが必要となり、支援を受ける側の企業で

は受増益に対する課税が回避できることが重要なのです。それを充足するための要件の一つは、

支援要請の内容が再建に必要な最低限のものに収まっていることです。外部支援は、再建企業側

からすれば極力潤沢であることが望ましいわけですが、必要以上の支援は、税務上は過剰な支援

とみなされます。たとえば債務免除額については、原則として、相当と認められる再建計画期間

における獲得利益や資産売却益等で捻出できる債務の支払や返済見込み額を超える部分に限られ

ることになります。このほか、支援を要請する債権者等関係先の範囲、支援負担割合、取引状況

の濃密度合などの妥当性や、支援実行後の再建企業の経営チェック態勢の有無も勘案されます。
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３．内部統制体制の確立

◆内部統制体制確立の必要性

内部統制体制の確立は、なにも経営再建を目指す企業だけの問題ではなく、企業全般にあまね

く求められるテーマです。

内部統制とは、一言でいうと、企業の意思決定手順を明確化し粉飾決算等の不祥事や事故発生

を防ぐ仕組みのことですが、平成１８年施行の会社法においては、取締役会の職務として、取締役

の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確

保するものとして法務省令が定める体制の整備を図ることが定められました（同法３６２条４項６

号、５項）。また、従来の証券取引法を引き継ぐ形で平成１９年６月に成立・公布された金融商品

取引法においては、財務報告に係る内部統制の強化等に関する制度が設けられ、企業には財務計

算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制の整備が求められます（平成２０年４

月施行予定）。企業はこれまでも、コンプライアンス体制の整備やCSR（企業の社会的責任）体

制の確立を通じて、単なる利益獲得集団に留まらず社会的に有意な存在としての規律が求められ

ていましたが、今般の法改正はさらに踏み込み、企業に対して、社会的公器としての適正な企業

活動を、主として経営管理（ガバナンス）の面から律することを求めています。

◆会社法の求める内部統制システム

会社法は、前記の「業務の適正を確保するため整備されるべき体制」について、以下の①から

⑥のような定めを置いています（会社法施行規則１００条１項、３項）。併せて、各項目の内容を具

体的に例示すれば、おおむね次のようになります。

①取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（情報の保存管理体制）

文書管理規程の整備、電磁的記録を含む文書管理方法の規定化、文書閲覧体制の整備等

②損失の危機の管理に関する規程その他の体制（リスク管理体制）

・規程の整備 リスク管理方針の策定、それに基づく各部門別のリスク管理規程の策定

・組織の整備 リスク管理委員会の設置、管理事務担当部門への権限付与等

・研修の実施 取締役・管理職・一般社員別の必要な研修の実施

・情報開示体制の整備 適時開示のため必要な「経営者に直ちに報告すべき重要情報」の判定基

準の策定、報告された情報を開示すべきか否かの判断基準（開示基準）の策定及び判断機関

である「開示判定委員会」等の設置など体制・規程の整備

・危機対応体制の整備 大規模事故・災害・不祥事等の発生に対応する体制・規程の整備

③取締役の職務の効率性の確保が図られるための体制（職務の効率性確保の体制）

取締役会による経営方針や経営の重要事項の決定及び業務執行状況の監督、社外取締役の招

聘、取締役会の決議による代表取締役・業務執行取締役・執行役員等への所管業務の執行委嘱

等

④使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（コンプライアンス

体制）

・規程の整備 法令・定款等の遵守を盛り込んだコンプライアンス基準（企業行動基準）の策

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３８／本文／０１０～０１５　経営のアドバイス　経営  2007.12.14 13.38.1



経営のアドバイス

― １３ ―

定、コンプライアンス規程やコンプライアンス・マニュアルの整備、職務権限規定の見直し

（特定の者への過度の権限集中の排除）、違反行為への懲罰規定の整備等

→財務報告の適正性確保を目的とした、粉飾決算や有価証券報告書等の虚偽記載を防止するた

めのシステムの構築は、当然この中に含まれます。

・組織の整備 コンプライアンス担当取締役の選任、コンプライアンス管理委員会の設置、コン

プライアンス管理部門の設置と権限付与、各部署へのコンプライアンス責任者の配置と管理

部門との連携体制の整備、取締役会への報告体制等

・研修の実施 取締役・管理職・一般社員別の必要な研修の実施

・内部監査部門による内部監査体制の整備 監査規程・マニュアルや監査計画の策定、違反発見

時の対応態勢等

・内部通報窓口の設置 内部通報制度の整備、内部通報者の保護

⑤株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制（企業集団における業務の適正性確保体制）

・企業集団全体のコンプライアンス体制やリスク管理体制の整備

企業集団行動憲章の策定、コンプライアンス管理委員会やリスク管理委員会への子会社代表

の参加、子会社におけるコンプライアンス基本方針やリスク管理基本方針その他管理諸規則

の策定指導、子会社における内部監査等のシステム整備の指導、子会社社員も参加した研修

の実施等

・グループ会社間の取引の適正化を図るための措置

親会社取締役・社員のコンプライアンス意識の徹底（子会社利用の粉飾防止）、内部通報制

度のグループ全体での実施、親会社・子会社の監査役の情報交換と連携、兼務取締役・監査

役の適正化

⑥（監査役設置会社の場合の、監査役監査が実効的に行われるための体制）

�）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
体制

�）当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
�）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制
�）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
会社はこれらの体制を構築し、それを「内部統制基本方針」として策定する必要があります。

会社法のこれらの規定は大会社である取締役設置会社に義務付けられるものですが、それ以外の

会社でもこれに準じた内部統制システムの整備が求められます。

内部統制にかかる会社の各機関の果たすべき役割は、おおむね以下のようになります。

・取締役会 内部統制システムの整備に関する決定を行い、その結果を株主総会に報告（通常

は事業報告に記載）する。

・代表取締役等 取締役会の決定を受けて具体的な体制整備を行い、実行する。

・監査役 取締役会の決議の相当性、代表取締役等の体制整備の有効性を監査し、相当でない
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と認める場合は監査報告でそれを明らかにする。

◆内部統制システムの特徴

内部統制の当初の概念は、財務内容の信頼性確保の前提としての会計監査人による適正な監査

に必要とされた内部牽制システムでしたが、現在は、経営者が使用人の「業務の効率性・有効

性」「コンプライアンス」を監視するシステムとして意義付けられ、さらに進んで、経営者自身を

も監視する意味合いが付加されています。

内部統制システムの中核はリスク管理体制とコンプライアンス体制であり、これによって適正

な経営管理（ガバナンス）を確保し、会社の不祥事の防止を図ろうとするものです。また、内部

統制システムは、その内部にコンプライアンス体制を取り込んでいますが、コンプライアンス体

制の整備だけで「こと足れり」とはならないので注意を要します。

内部統制の基本的構成要素としては、「統制環境」「リスク評価とその対応」「統制活動」「情報と

伝達」「モニタリング」が挙げられます。このうち「統制環境」とは、会社が現在置かれている内

部統制が必要とされる環境のことで、社風や企業風土、従業員の士気といったものが絡んできま

す。これらは経営者の積極的なアプローチが期待される分野で、内部統制システム策定の起点と

いえるものです。またこの他に、「ITの活用」が基本要素として加えられることもあります。

◆内部統制の限界

企業会計審議会の「内部統制実施基準」は、内部統制システムにも次のような限界が存するこ

とを指摘しています。

①判断の誤り、不注意、複数の担当者による共謀による有効な機能の阻害

②当初想定外の組織内外の変化や非定型的取引等に対する対応不能事態の発生

③内部統制の整備及び運用における費用と便益の比較衡量の問題

④経営者による不当な目的のための内部統制の無視（経営者のオーバーライド）

したがって精緻な内部統制システムを構築しても、それを適切に運用しなければ所定の効果は

得られないことが分ります。特に④の経営者のオーバーライドは内部統制そのものを無にするも

ので、システムに魂を吹き込み経営に活用できるかどうかは、経営者の真摯な姿勢に懸かってい

るといえるでしょう。

最近の不祥事件の発生企業を見ると、取締役や管理職のルール遵守意識の薄さ、違反行為に対

する内部及び外部監査の杜撰さ、経営者への報告体制の不備あるいは経営者の問題意識の欠如等

が窺われます。最近の事件では外部への内部者の通報により不正が明らかになり、経営者が「知

らなかった」と謝罪する構図が大部分ですが、それで済む問題でないことは明らかです。不祥事

を知った内部者が外部へ告発する前に内部部署へ通報し、会社内部の統制システムで適正処理を

行い、その結果を速やかに外部へ公表するという体制を早急に作り上げるべきでしょう。コンプ

ライアンスの重要性をよく理解し、本音と建前の使い分けや「会社のために」といった内向きの

論理を排するような統制環境を、経営者が率先して醸成する姿勢が求められます。

◆不正行為への対処

企業の役職員による不正は、前記の内部統制の基本的構成要素のいずれかに問題があるときに
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発生するといわれます。また米国の公認不正検査士協会は、人間は動機と機会、それに自ら正当

化する理由の三要素が揃うと不正を犯すとして、これを「不正のトライアングル」と呼んでいま

す。ここで不正の動機とは、たとえば過度のプレッシャーの存在が考えられます。堅実な業務の

遂行とは無関係なところで意味のない締め付けを行っているような場合、それが従業員に疲弊感

をもたらし、結果的に不正に走らせることもあります。メリハリのない形式重視の締め付けは勤

労意欲を殺ぎ、人を「魔が差す」状況に陥らせることが十分考えられます。そこに不正をする機

会が与えられると、人は不正行為自体を正当化して不正な行動に走りがちです。このようなこと

が起きるのは、統制環境、統制活動、モニタリングに欠陥があるといえるでしょう。

どんな組織でも人間の営みである以上、そこに不正が発生する余地はあります。したがって内

部統制システムにおいては、不正の防止策に加えて発生時の対応策を適切に講ずることが必要で

す。そのうえで、不正や不祥事を「隠さない」姿勢から「隠せない」体制に切り替えることが重

要なのです。

◆経営再建企業と内部統制

冒頭でも述べたとおり、経営再建企業においては内部統制システムの構築は必要性が高く、か

つ緊急性が大きいといえます。特に不祥事絡みで経営危機に陥った企業を再建させるには、コン

プライアンスの欠陥を補うべく内部統制システムをしっかりと構築し、必要な人材等を外部から

導入することも考えるべきです。当該企業を支援し、あるいは買収したりスポンサーとなる立場

からすれば、問題組織を改め、不採算部門を切り離し、不正を起こした人材を切り捨て、悪しき

企業風土を改めることが、支援等の必須要件となります。

経営再建は、抜本的に内部統制システムを構築する絶好の機会です。逆にこの点を曖昧にした

まま再建に乗り出しても、再び統制上の問題を露呈して窮地に追い込まれる可能性が高く、それ

だけ再建のチャンスは遠のきます。経営悪化の信用不安を払拭し早期に再建の実を挙げるために

は、内部統制体制の確立がより重視されるのです。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９１．０ △３．５ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．１ ２．５ ８９．８ ２．９ ９０．１ ３．０
１８年度 ９３．８ ３．１ １０７．０ ４．８ ９５．０ ３．１ １１０．２ ４．９ ８７．５ △２．６ ９１．６ １．７

１８年７～９月 ９２．１ ２．４ １０６．６ ５．６ ９３．０ １．５ １０９．９ ５．６ ９２．１ １．５ ９４．６ ０．７
１０～１２月 ９３．４ ３．６ １０８．９ ６．０ ９４．５ ３．０ １１１．６ ５．３ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２

１９年１～３月 ９６．９ ２．５ １０７．５ ３．１ ９７．７ ２．６ １１１．０ ２．９ ９０．４ △２．６ ９６．２ １．７
４～６月 ９２．９ △０．８ １０７．７ ２．４ ９３．７ △１．９ １１１．８ ２．８ ８５．８ △６．１ ９５．９ ２．１
７～９月 r ９２．２ △０．３ r１１０．１ ２．７ r ９２．３ △１．２ r１１４．１ ３．３ r ８６．７ △５．９ r ９７．１ ２．６

１８年 １０月 ９２．６ ３．８ １０８．３ ７．５ ９２．８ ２．５ １１０．８ ５．９ ９２．４ ２．０ ９５．８ ３．４
１１月 ９２．４ ２．０ １０８．７ ５．２ ９３．６ １．９ １１２．２ ５．６ ９２．２ １．４ ９６．９ ２．９
１２月 ９５．２ ５．２ １０９．６ ５．１ ９７．０ ４．３ １１１．８ ４．５ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２

１９年 １月 ９７．１ ２．４ １０７．１ ４．４ ９６．４ △０．１ １１１．４ ４．７ ９３．６ ４．０ ９７．２ ２．５
２月 ９７．８ ４．１ １０７．９ ３．１ ９７．８ ３．２ １１１．４ ３．１ ９１．５ １．９ ９６．６ １．８
３月 ９５．８ １．５ １０７．６ ２．０ ９９．０ ４．７ １１０．２ １．４ ９０．４ △２．６ ９６．２ １．７
４月 ９４．４ １．１ １０７．４ ２．２ ９６．６ １．６ １１１．３ ２．０ ８８．６ △２．３ ９６．６ ２．０
５月 ９２．４ ０．０ １０７．１ ３．８ ９３．２ △１．０ １１１．５ ４．５ ８７．３ △４．０ ９６．２ ２．６
６月 ９２．０ △３．１ １０８．５ １．１ ９１．４ △５．７ １１２．７ ２．１ ８５．８ △６．１ ９５．９ ２．１
７月 ９２．０ △１．２ １０８．１ ３．２ ９１．２ △２．８ １１１．３ ３．１ ８６．３ △６．２ ９５．８ ２．４
８月 ９２．２ ０．６ １１１．９ ４．４ ９２．１ △０．５ １１６．７ ４．９ ８６．７ △６．０ ９６．０ ２．１
９月 r ９２．５ △０．４ r１１０．３ ０．８ r ９３．７ △０．２ r１１４．４ ２．０ r ８６．７ △５．９ r ９７．１ ２．６
１０月 p９２．１ ０．３ p１１２．１ ４．７ p９０．１ △２．０ p１１６．８ ６．６ p８８．９ △３．９ p９７．７ ２．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，５１０ △１．６ ２１１，７２３ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１３０ △０．８ ６５２，９９８ △１．１ １２５，５９３ △１．０

１８年７～９月 ２３７，３０７ △１．０ ５１，４６１ △０．２ ７９，５７５ △１．０ ２０，４４０ △０．４ １５７，７３２ △１．１ ３１，０２１ △０．１
１０～１２月 ２６９，５９６ △１．６ ５７，７３４ △１．７ ９３，１７４ △３．４ ２４，６０５ △１．６ １７６，４２２ △０．６ ３３，１２９ △１．８

１９年１～３月 ２３８，４６２ △１．２ ５１，４５０ △０．４ ７９，２０５ △２．９ ２０，８４５ △０．１ １５９，２５７ △０．３ ３０，６０４ △０．７
４～６月 ２３３，９８６ △１．４ ５１，３０５ △０．６ ７４，０８９ △２．３ ２０，１３２ １．０ １５９，８９８ △１．０ ３１，１７３ △１．６
７～９月 r ２３０，０１１ △２．９ r ５１，２１９ △２．０ r ７３，６８５ △４．２ r １９，６７８ △２．３ r １５６，３２５ △２．３ r ３１，５４１ △１．９

１８年 １０月 ８０，８８３ ０．５ １７，１８５ △１．７ ２８，０４９ ０．６ ７，０５６ △２．０ ５２，８３５ ０．４ １０，１２８ △１．４
１１月 ８０，２０６ △２．９ １７，７９２ △０．８ ２７，３０７ △４．４ ７，５９９ △０．３ ５２，９００△２．０ １０，１９２ △１．２
１２月 １０８，５０６ △２．２ ２２，７５７ △２．４ ３７，８１９ △５．６ ９，９４９ △２．２ ７０，６８７ △０．２ １２，８０８ △２．６

１９年 １月 ８５，３９９ △１．３ １８，９３６ △０．５ ２８，２３２ △２．９ ７，６５７ ０．０ ５７，１６７ △０．４ １１，２７９ △０．９
２月 ６９，７５８ △０．１ １５，１２５ ０．５ ２２，０９２ △１．５ ５，８４３ １．５ ４７，６６６ ０．６ ９，２８２ △０．２
３月 ８３，３０５ △２．０ １７，３８９ △１．１ ２８，８８２ △３．９ ７，３４６ △１．５ ５４，４２３ △０．９ １０，０４４ △０．９
４月 ７８，２３６ △３．３ １６，９０６ △１．８ ２４，５９５ △６．１ ６，５９８ △１．４ ５３，６４１ △１．９ １０，３０８ △２．０
５月 ７７，５６０ △１．７ １７，０４０ △０．８ ２４，１３２ △２．６ ６，５７３ △０．７ ５３，４２８ △１．３ １０，４６７ △０．９
６月 ７８，１９０ ０．９ １７，３５９ ０．９ ２５，３６２ １．９ ６，９６１ ５．１ ５２，８２８ ０．４ １０，３９８△１．９
７月 ７９，７９６ △５．０ １８，６１２ △３．８ ２７，０４６ △６．８ ７，９０６ △４．４ ５２，７５０ △４．０ １０，７０７ △３．３
８月 ７６，６７５ △０．６ １６，６９４ △０．１ ２２，５３８ △１．５ ５，７４４ １．１ ５４，１３８ △０．２ １０，９５０ △０．８
９月 r ７３，５３９ △３．０ r １５，９１２ △２．０ r ２４，１０１ △３．７ r ６，０２８ △２．７ r ４９，４３８ △２．７ r ９，８８４ △１．５
１０月 p ７７，４０５ △５．２ p １７，１５６ △１．８ p ２６，３３４ △４．７ p ６，８６２ △１．６ p ５１，０７１ △５．５ p １０，２９３ △１．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １６ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３８／本文／０１６～０１９　主要経済指標  2007.12.14 13.40.59  Page 16



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８

１８年７～９月 １１１，９８１ △２．６ １９，４９４ △３．５ １００．８ １．１ １００．６ ０．６ １１６．１９ １６，１２８
１０～１２月 １０５，６２２ △０．１ １８，７８９ △０．７ １００．７ ０．６ １００．３ ０．３ １１７．７７ １７，２２６

１９年１～３月 ９４，６５３ △１．７ １７，５３２ △１．１ １００．０ △０．３ ９９．８ △０．１ １１９．４４ １７，２８８
４～６月 １００，７４９ △１．６ １８，４７３ △１．９ １００．５ △０．２ １００．２ △０．１ １２０．７３ １８，１３８
７～９月 １１０，０３１ △１．７ １９，９０３ △０．１ １００．７ △０．１ １００．４ △０．１ １１７．７８ １６，７８６

１８年 １０月 ３５，３４２ ０．３ ６，２６２ △０．６ １００．９ ０．８ １００．６ ０．４ １１８．６６ １６，３９９
１１月 ３３，４８４ △０．２ ５，９８５ △１．５ １００．５ ０．５ １００．１ ０．３ １１７．３５ １６，２７４
１２月 ３６，７９６ △０．３ ６，５４２ △０．２ １００．７ ０．６ １００．２ ０．３ １１７．３０ １７，２２６

１９年 １月 ３２，０５６ △１．６ ５，８３５ △０．７ １００．５ ０．１ １００．０ ０．０ １２０．５８ １７，３８３
２月 ２９，６４５ △１．９ ５，４６８ △１．１ ９９．７ △０．５ ９９．５ △０．２ １２０．４５ １７，６０４
３月 ３２，９５２ △１．７ ６，２２９ △１．４ ９９．８ △０．５ ９９．８ △０．１ １１７．２８ １７，２８８
４月 ３２，１０５ △０．２ ６，０３４ △０．６ １００．２ △０．２ １００．１ ０．０ １１８．８３ １７，４００
５月 ３３，８８１ △２．０ ６，２３８ △０．６ １００．６ △０．１ １００．４ ０．０ １２０．７３ １７，８７６
６月 ３４，７６３ △２．３ ６，２０１ △４．２ １００．６ △０．２ １００．２ △０．２ １２２．６２ １８，１３８
７月 ３６，９６８ ０．９ ６，６５２ △０．２ １００．３ △０．１ １００．１ ０．０ １２１．５９ １７，２４９
８月 ３８，７０８ △２．６ ６，９５２ △０．２ １００．８ △０．１ １００．６ △０．２ １１６．７２ １６，５６９
９月 ３４，３５５ △３．２ ６，２９９ ０．０ １００．９ △０．２ １００．６ △０．２ １１５．０２ １６，７８６
１０月 ３５，０３０ △１．４ ６，３１９ △０．３ １０１．３ ０．４ １００．９ ０．３ １１５．７４ １６，７３８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３１ △４．２

１８年７～９月 ４４，３８９ △４．１ １０，４７２ △９．３ ２０，２１３ △１０．８ １３，７０４ １３．５ １，１１７，８１６ △４．５
１０～１２月 ３５，５６７ △４．９ ９，２１５ △１．７ １４，９３６ △１５．４ １１，４１６ １０．２ １，０２５，５０８ △１．０

１９年１～３月 ５０，６７８ △８．６ １３，３２９ ２．０ ２１，５０７ △２０．４ １５，８４２ ３．０ １，３７２，６８９ △５．８
４～６月 ４３，５２８ △４．７ １１，１１３ ３．２ １９，０６６ △８．１ １３，３４９ △５．７ ９７０，３２４ △６．８
７～９月 ４１，０３４ △７．６ １２，７８０ ２２．０ １６，８３３ △１６．７ １１，４２１ △１６．７ １，０５１，５６９ △５．９

１８年 １０月 １２，４６６ △５．１ ２，９６３ △２．７ ５，５５０ △１２．７ ３，９５３ ５．９ ３３２，３５０ △３．６
１１月 １２，７７１ △５．４ ３，３７５ ２．１ ５，２９８ △１７．８ ４，０９８ ９．４ ３６２，２５３ △０．９
１２月 １０，３３０ △４．０ ２，８７７ △４．８ ４，０８８ △１５．８ ３，３６５ １７．０ ３３０，９０５ １．６

１９年 １月 ９，７７３ △６．７ ２，６７６ ４．２ ４，０１２ △１９．６ ３，０８５ ５．６ ３０８，２５５ △５．３
２月 １３，２６８ △９．５ ３，４３３ △１．４ ５，５９８ △１９．６ ４，２３７ ０．８ ４２４，９３７ △４．２
３月 ２７，６３７ △８．９ ７，２２０ ２．８ １１，８９７ △２１．０ ８，５２０ ３．３ ６３９，４９７ △７．１
４月 １４，４６８ △６．３ ３，７２０ ４．６ ６，２５３ △１３．７ ４，４９５ △２．９ ２９０，０６２ △７．３
５月 １３，４８５ △６．０ ３，４２０ ０．１ ５，５９２ △１１．７ ４，４７３ △２．５ ３０７，０７７ △４．８
６月 １５，５７５ △２．０ ３，９７３ ４．９ ７，２２１ ０．８ ４，３８１ △１１．３ ３７３，１８５ △８．０
７月 １５，１９１ △８．２ ４，３５１ １３．３ ６，９０９ △１３．７ ３，９３１ △１６．４ ３５８，０１９ △９．７
８月 １０，６０７ △６．３ ３，３２２ ２１．０ ４，２４１ △１７．３ ３，０４４ △１１．７ ２７７，５５７ △２．１
９月 １５，２３６ △７．７ ５，１０７ ３１．４ ５，６８３ △１９．７ ４，４４６ △１９．９ ４１５，９９３ △５．０
１０月 １２，６１９ １．２ ３，９８４ ３４．５ ５，００８ △９．８ ３，６２７ △８．２ ３３５，８８６ １．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― １７ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３８／本文／０１６～０１９　主要経済指標  2007.12.14 13.40.59  Page 17



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０

１８年７～９月 １４，６２５ △０．２ ３，３０３ △０．７ ３２２，９２８ △８．６ ３４，１７７ △９．７ ３１，０１１ △１．１
１０～１２月 １４，２９６ △１０．０ ３，４１７ ５．２ １２０，１７６ △１９．６ ２９，６７９ △３．１ ２９，８８４ △１．６

１９年１～３月 ６，６１８ △１５．７ ２，７９１ △１．８ １４１，０４０ １２．３ ２７，７３８ ７．７ ３３，１８５ △３．３
４～６月 １５，９９１ １１．０ ３，２５５ △２．６ ３３１，７５９ △１２．０ ３１，０４０ △０．７ ２９，７２１ △１０．８
７～９月 ８，９４６ △３８．８ ２，０７８ △３７．１ ２８８，７０７ △１０．６ ３１，６８０ △７．３ ３０，５６６ △１．４

１８年 １０月 ５，３８４ △１０．３ １，１８４ ２．２ ６３，９５５ △１１．８ １２，１３０ △２．０ ８，６１５ △１．２
１１月 ４，５２７ △２８．８ １，１５４ ４．０ ３５，３８５ △１４．７ ９，０７１ △５．６ ９，９４７ ０．７
１２月 ４，３８５ ２４．３ １，０７９ １０．２ ２０，８３６ △４１．２ ８，４７９ △１．７ １１，３２２ △３．８

１９年 １月 １，７６４ △１．０ ９２２ △０．７ １３，１４６ １．０ ６，１２０ △０．９ ８，５１６ ２．６
２月 ２，１２４ △３．４ ８７３ △９．９ １０，６０４ △１９．３ ５，７７８ △４．６ ９，６７２ △４．２
３月 ２，７３０ △２９．４ ９９５ ５．５ １１７，２９０ １７．９ １５，８４０ １７．１ １４，９９８ △５．８
４月 ５，８３６ ３４．５ １，０７３ △３．６ １４２，０３７ △６．５ １１，５６８ １．５ ９，３０９ △９．０
５月 ３，３３４ △３２．４ ９７１ △１０．７ ８３，７８５ △１３．５ ８，４９０ △０．４ ９，４４９ △３．１
６月 ６，８２１ ３２．８ １，２１１ ６．０ １０５，９３７ △１７．４ １０，９８２ △２．９ １０，９６３ △１７．９
７月 ３，８８３ △２８．８ ８１７ △２３．４ １２２，８９３ ４．６ １０，７２３ △４．０ ９，５０５ ８．０
８月 ２，３５３ △４７．５ ６３１ △４３．３ ９２，１２７ △１９．７ ９，８４２ △５．１ ８，９２１ △２．６
９月 ２，７１０ △４２．２ ６３０ △４４．０ ７３，６８７ △１８．８ １１，１１６ △１２．１ １２，１４０ △７．０
１０月 ３，４６７ △３５．６ ７６９ △３５．０ ７３，０２７ １４．２ １１，７４２ △３．２ ８，９０３ ３．３

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原数値

１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９８ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５９ １．０６ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３

１８年７～９月 ４，１０８ ２．８ ０．６１ １．０８ ５．３ ４．１ １１２ △２１．１ ３，２５０ ２．８
１０～１２月 ３，１０３ ３．１ ０．６０ １．０７ ５．４ ３．９ １３２ △４．３ ３，３６６ △２．０

１９年１～３月 ２，７８４ ２．４ ０．５９ １．０５ ５．５ ４．１ １５９ １１．２ ３，４４０ ２．７
４～６月 ３，００３ △２．６ ０．５５ １．０６ ５．３ ３．８ １７２ ２０．３ ３，６１６ １０．２
７～９月 ４，０２８ △１．９ ０．５９ １．０６ ４．７ ３．７ １３８ ２３．２ ３，４６５ ６．６

１８年 １０月 １，２４２ ６．１ ０．６０ １．０７ ↑ ４．２ ５２ ３６．８ １，１６６ △０．４
１１月 ９４０ ４．９ ０．５９ １．０７ ５．４ ３．９ ３９ △２６．４ １，０９１ △２．１
１２月 ９２５ △１．８ ０．６０ １．０７ ↓ ３．７ ４１ △１２．８ １，１０９ △３．５

１９年 １月 ８３８ △２．０ ０．６６ １．０６ ↑ ４．０ ３８ △１７．４ １，０９１ ４．０
２月 ９２６ ８．３ ０．６０ １．０５ ５．５ ４．１ ４９ ２．１ １，１０２ ５．６
３月 １，０１９ １．２ ０．５０ １．０３ ↓ ４．２ ７２ ４６．９ １，２４７ △０．６
４月 ８２０ △０．３ ０．５０ １．０５ ↑ ４．０ ４７ △２１．７ １，１２１ ３．１
５月 １，０２６ △６．９ ０．５６ １．０６ ５．３ ３．８ ７４ １００．０ １，３１０ ２１．０
６月 １，１５８ △０．１ ０．５８ １．０７ ↓ ３．６ ５１ １０．９ １，１８５ ６．７
７月 １，２２５ △４．４ ０．５９ １．０７ ↑ ３．５ ５２ ２０．９ １，２１５ １５．６
８月 １，５０５ △１．０ ０．６０ １．０６ ４．７ ３．７ ５０ ６１．３ １，２０３ ２．９
９月 １，２９９ △０．７ ０．５７ １．０５ ↓ ４．０ ３６ △５．３ １，０４７ ４．３
１０月 １，１４０ △８．３ ０．５９ １．０２ － ４．０ ４７ △９．６ １，２６０ ８．１

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度は原数値、四半
期は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３８／本文／０１６～０１９　主要経済指標  2007.12.14 13.40.59  Page 18



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 ２１６，７１８ △３．９ ５６０，６０３ ６．３ ６７１，０５７ △７．６ ４４８，５５２ ４．２
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６２４ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，１３９ １３．１

１８年７～９月 ８０，７５１ ２５．８ １９２，８９６ １５．６ ３１４，１４０ ２３．３ １７２，３９９ １６．７
１０～１２月 ８９，８２９ １０．２ ２０１，８６２ １１．２ ３２０，２０５ １３．２ １７５，５５２ １０．８

１９年１～３月 ８１，３６３ ２４．０ １９８，８３６ １２．５ ２９６，５９８ ４．１ １７２，８４３ ６．６
４～６月 ９３，６３２ ２８．９ ２０４，８２３ １３．１ ２９６，５９７ △１４．８ １７９，５７４ ９．９
７～９月 r １０３，２４７ ２７．８ r ２１３，６２０ １０．７ r ３２０，３９９ ２．０ p１８３，３１２ ６．３

１８年 １０月 ３８，３５０ ３５．６ ６５，９７５ １１．６ １０２，５２０ ７．５ ５９，８４１ １７．５
１１月 ２４，３７０ △１２．８ ６６，２９６ １２．１ １０６，８７７ ２７．７ ５７，２１７ ７．６
１２月 ２７，１０８ ７．３ ６９，５９１ ９．８ １１０，８０８ ６．７ ５８，４９５ ７．７

１９年 １月 ２４，１１５ ３０．４ ５９，５３２ １９．０ １１３，４１１ １８．２ ５９，５６７ １０．３
２月 ２７，２８２ ５５．１ ６４，１７７ ９．７ ７５，８１２ △１３．４ ５４，４３１ １０．２
３月 ２９，９６６ １．４ ７５，１２７ １０．３ １０７，３７５ ５．９ ５８，８４５ ０．２
４月 ３２，７３６ ３１．５ ６６，３２９ ８．２ １０１，７７６ △０．２ ５７，１１７ ３．５
５月 ２９，６０８ ３０．９ ６５，６５０ １５．１ １１４，５８０ △４．３ ６１，８１７ １５．６
６月 ３１，２８８ ２４．５ ７２，８４４ １６．２ ６７，２２４ △３９．５ ６０，６３９ １０．８
７月 ３０，４１１ １５．２ ７０，６３４ １１．８ ９７，０４６ ８．８ ６４，０２２ １７．１
８月 ３０，１２８ ７．２ ７０，２８３ １４．５ １０８，２１６ △４．２ r ６２，９４６ ５．８
９月 r ４２，７０８ ６２．７ r ７２，７０３ ６．５ r １１５，１３７ ２．８ p ５６，３４４ △３．２
１０月 p ３４，９９７ △８．７ p ７５，１５５ １３．９ p１１５，６８９ １２．８ p ６４，９６９ ８．６

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 １２０，７２６ ０．５ ５，１５８，０２３ ２．０ ８６，７０８ △０．３ ４，０１３，０５１ △３．２
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９

１８年７～９月 １２３，７４５ １．０ ５，２５４，７０２ ０．１ ８８，４４８ ３．７ ３，９６４，３９４ １．９
１０～１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８

１９年１～３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
４～６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７～９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ８８，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７

１８年 １０月 １２２，９０３ ０．９ ５，２１４，５９７ ０．６ ８７，５３４ ２．８ ３，９２９，５６０ １．５
１１月 １２３，６２０ ０．４ ５，２７２，６５２ ０．２ ８７，９２８ ２．５ ３，９５４，２０７ １．９
１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８

１９年 １月 １２３，３１５ １．０ ５，２６２，０７５ ０．６ ８７，７４６ １．８ ３，９６８，５０９ １．７
２月 １２３，５１１ ０．５ ５，２７８，１０６ １．０ ８７，８０２ ０．６ ３，９６０，２３９ １．５
３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
４月 １２６，９２４ １．４ ５，３８８，７７４ １．５ ８９，０５９ △０．１ ３，９６３，５８３ １．０
５月 １２５，１１０ １．５ ５，４１５，０２６ １．９ ８７，５７５ ０．０ ３，９４１，８８９ ０．６
６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７月 １２５，６７４ １．８ ５，３７８，９１８ ２．８ ８６，８０８ △１．０ ３，９５２，０４５ ０．３
８月 １２５，３６９ １．８ ５，３５３，１３３ ２．３ ８６，７８７ △１．２ ３，９６３，２７６ ０．８
９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０月 １２５，１３６ １．８ ５，３５５，３２６ ２．７ ８８，１１１ ０．７ ３，９５５，５３９ ０．７

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― １９ ―
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●道内経済の動き�

●平成20年度北海道経済の見通し�

●経営のアドバイス「経営再建と内部統制」�
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